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1．化学物質のリスクアセスメントの導入の背景
平成21年（2012）大阪のある校正印刷作業場
で働いていた労働者16名が胆管がんを発症し，7
名が死亡した。（平成24年12月末日時点）発症時
の年齢は25歳～ 45歳（平均年齢36歳）であり，
死亡時の年齢が27～ 46歳（平均年齢37歳）と，
若くして多くの労働者による職業病の発生が見ら
れ，大きな社会問題となった。
事業場では，色調を原稿と合わせる色校正印
刷で，図1のような平台校正印刷機を使用してい
た。赤・青・黄・黒を一色印刷する毎に､ ブラン
ケット等に付着したインクを有機溶剤（ジクロロ
メタンや1,2 -ジクロロプロパン等）で洗浄し，洗
浄回数は100回／日程度行った。ブランケット周
囲には局所排気装置は設置されておらず，作業者
は呼吸用保護具も装着せず，作業していたとのこ
とであった。NHKでのテレビ放映によると，作
業場は有機溶剤の臭気で臭く，中には吐いたりし
ている作業者もいたとのことであった。有機溶剤
の瓶の口は開けっ放しであったり，有機溶剤をし
みこませたウエスを作業場内に干していたりし

た。また，50人以上の従業員がいるにもかかわ
らず，産業医や衛生管理者など労働衛生の専門家
を選任していなかった。
厚生労働省では，法律で規制していない1,2 -
ジクロロプロパンを使用していたために多くの労
働者が胆管がんを発症することに結び付いたので
はないかと考え，そこで，有機溶剤中毒予防規則
等の特別則で厳密に規制されている約100化学物
質とともに，新たに健康障害発生のリスクのある
物質として安全データシート（SDS）の交付義務
付けの対象物質である約500化学物質について，
化学物質のリスクアセスメントの実施が平成28
年6月から義務付けされた。このリスクアセスメ
ントは文化財の殺虫殺菌処理作業における作業に
おいても実施する必要がある。

2．リスクアセスメントの実施
リスクアセスメントとは，化学物質やその製剤
の持つ危険性や有害性を特定し，それによる労働
者への危険または健康障害を生じるおそれの程度
を見積もり，リスクの低減対策を検討することを

いう。
対象となる事業場は業種，事業場規模に
かかわらず，対象となる化学物質の製造，
取扱を行うすべての事業場である。さまざ
まな業種で化学物質を含む製品が使われて
おり，労働災害のリスクがある（図2）。
リスクアセスメントの実施義務の対象物
質は安全データシート（SDS）の交付義務
の対象である640物質である。640物質は
以下のサイトで公開している。
http：//anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/
GHS_MSD_FND.aspx
厚生労働省は，上記，対象物質にあたら
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図1　平台校正印刷機
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ない640物質以外であっても、リスクアセスメン
トを行うよう「努力義務」として指導している。

3．リスクアセスメントの実施時期
リスクアセスメントは平成28年6月1日の施行
日以降，下記に該当する場合に実施する。
法律上の実施義務として
a	 �対象物を原材料などとして新規に採用した
り，変更したりするとき

b	 �対象物を製造し，または取り扱う業務の作業
の方法や作業手順を新規に採用，変更したり
するとき

c	 �対象物による危険性，有害性などについて変
化が生じたり，生ずる恐れがあったりすると
きである。

指針による努力義務として
a	 労働災害が発生した時
b	 �過去のリスクアセスメント実施以降，機械設
備などの経年変化，労働者の知識経験などリ
スクの状況に変化があったとき

c	 �過去にリスクアセスメントを実施したことが
ないとき
である。

4．リスクアセスメントの実施体制
リスクアセスメントとリスク低減措置を実施
するための体制を整える。安全衛生委員会などの
活用などを通じ，労働者を参画させる（表1）。

図2　労働安全衛生法の化学物質管理で平成28年6月から実施予定の改訂部分
（厚生労働省：労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第82号）概要．
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000049215.pdf）

表1　リスクアセスメントの実施体制案
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5．リスクアセスメントの流れ
リスクアセスメントは以下のような手順で進
める（図3）。

【ステップ1】化学物質などによる危険性または
有害性の特定
化学物質などについて，リスクアセスメント等

の対象となる業務を洗い出したうえで，SDSに
記載されているGHS分類等に即して危険性また
は有害性を特定する（図4，図5）。

【ステップ2】リスクの見積もり
リスクアセスメントは対象物を製造し，または
取り扱う業務ごとに，次のaからcのいずれかの

図3　リスクアセスメントの流れ

図4　ラベルやSDSの活用

図5　危険有害性クラスと区分（強さ）に応じた絵表示と注意書き
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方法またはこれらの方法の併用によって行う。
a	 �対象物が労働者に危険を及ぼし，または健康
障害を生ずるおそれの程度（発生可能性）と
危険または健康障害の程度（重篤度）を考慮
する方法
具体的には次の方法がある（表2）。
小零細事業場にあってもリスクアセスメント
ができるようにする支援ツールの一つが，コント
ロールバンディング（CB）である。CBは，化学
物質管理の専門家でなくてもリスクアセスメント
ができるように考え出されている。基本は，危険
有害性の程度と曝露の程度に基づいて，ある程度
の幅（バンド）をもったランクに分け，対策を示
すというものである。現在のCBにはいくつかの
種類があるが，危険有害性は国連化学品の分類
および表示に関する世界調和システム勧告（国連
GHS勧告）に基づき，曝露の程度は使用量，使
用頻度，作業環境中への拡散しやすさなどから推
定され，さらに関係労働者の数などが加味され
ている。現在日本でも「職場の安全サイト」から，
CB方法が利用できるようになっている。作業内
容，国連GHS勧告に基づく有害性，飛散・揮発性，

取扱量などを選択あるいは入力すると，リスクレ
ベルに応じた対策手法のシートが見られるように
なっている。
b	 �労働者が対象物にさらされる程度（ばく露濃
度など）とこの対象物の有害性の程度を考慮
する方法

具体的には次の方法がある（表3）。
c	 その他（図6，7，8，9）
【ステップ3】リスク低減措置の内容の検討
リスクアセスメントの結果に基づき，労働者の
危険または健康障害を防止するための措置の内容
を検討する。
a	 �労働安全衛生法に基づく規則や特定化学物質
障害予防規則などの特別則に規定がある場合
は，その措置をとる必要がある。

b	 �次に掲げる優先順位でリスク低減措置の内容
を検討する。
ア	�危険性または有害性のより低い物質への代
替，化学反応のプロセスなどの運転条件の
変更，取り扱う化学物質の形状の変更など

イ	�化学物質のための機械設備などの防爆構造
化，安全装置の二重化などの工学的対策ま

表2

表3
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図6

図7
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たは化学物質のための機械設備などの密閉
化，局所排気装置の設置などの衛生工学的
対策

ウ	�作業手順の改善，立ち入り禁止などの管理
的対策

エ	�化学物質などの有害性に応じた有効な保護
具の使用

【ステップ4】リスク低減の措置実施
検討したリスク低減措置の内容を速やかに実
施するよう努める。死亡または重篤な疾病のおそ
れのあるリスクに対しては，暫定的措置を直ちに
実施する。

リスク低減措置の実施には，例えば次のような
ものがある。
a	 �危険有害性の高い物質から低い物質に変更す
る。

	 �物質を代替する場合には，その代替物質の危
険有害性が低いことをGHS区分やばく露限界
値などをもとに確認する。

b	 �温度や圧力などの運転条件を変えて発散量を
減らす。

c	 �化学物質などの形状を，粉から粒に変更する。
d	 �労働衛生工学的対策として，蓋のない容器に
蓋をつける，容器を密閉する，局所排気装置
のフード形状を囲い込み型に改良する，作業

図9

図8
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場所に拡散防止のためのパーテーションを付
ける。

e	 発散の少ない作業手順に見直す。
f	 �呼吸用保護具を使用する。防じんマスクを粉
じん用電動ファン付き呼吸用保護具に代えて
ばく露を減らす。

【ステップ5】リスクアセスメント結果の労働者
への周知
リスクアセスメントを実施したら，以下の事項
を労働者に周知する。
a	 周知事項
ア	対象物質の名称
イ	対象業務の内容
ウ	�リスクアセスメントの結果（特定した危険
性または有害性，見積もったリスク）

エ	�実施するリスク低減措置の内容
b	 周知の方法は以下による。
ア	�作業場に常時掲示，または備え付け
イ	書面を労働者に交付

ウ	�電子媒体で記録し，作業場に常時確認可能
な機器（パソコン端末など）を設置

c	 �法第59条第1項に基づく雇い入れ時の教育と
同条第2項に基づく作業変更時の教育におい
て，周知事項を含める。

d	 �リスクアセスメントの対象の業務が継続し，
労働者への周知などを行っている間は，それ
らの周知事項を記録し，保存しておく。

図10　リスクアセスメントの労働者への周知例

準備ステップ◆事業者によるリスクアセスメントの準備
はい いいえ 必要ない

1．事業者の責任によってリスクアセスメントの方針が明確になっているか。

2．アセスメントの目的がはっきりしているか。

3．リスクの判定基準の基本方針が明確になっているか。

4．アセスメント結果に基づく措置実施が方針化されているか。

5．必要な措置についての自主監督体制はできているか。

6．アセスメントの責任体制が明確になっているか。

7．アセスメント結果の事業場内の報告先が明確になっているか。

6．その他
法に基づくリスクアセスメント義務の対象と
ならない化学物質などであっても，法第28条の
2に基づき，リスクアセスメントを行う努力義
務があるので，上記に準じて取り組むように努
める。
参考：リスクアセスメント実施にあたっての各
ステップ別有効性チェックリスト。
このチェックリストは，事業場等で計画・実

施するに際して，リスクアセスメントが適切に
行われているかどうかを，担当者が自主的に
チェックするためのものである。
アセスメントの計画時，実施時，実施終了時
にリスクアセスメントが適切に行われたかどう
かチェックを行う場合に役立つと思われる。
（たなか・しげる
十文字学園女子大学大学院　人間生活学研究科）
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ステップ1◆リスクアセスメントを行う担当者を決める。
はい いいえ 必要ない

8．事業者の責任を持って担当者を決め，その記録があるか。

9．担当者が十分な知識と適切な能力を有しているかどうか検討したか。

10．担当者にリスクアセスメント実施に必要な質問・点検・調査の権限が付与されているか。

11．リスクアセスメントの実施期限が決められ，時期も適切に設定されているか。

ステップ2◆対象範囲：リスクアセスメントを行う単位　作業場別に区分する。
はい いいえ 必要ない

12．化学物質に曝露する可能性のある全ての作業場を対象として設定したか。

13．設定した単位作業場は，日常の管理上からも適切か。

ステップ3◆化学物質の存在場所・使用場所を特定する。
はい いいえ 必要ない

14．中間体，副産物，最終産物，排出物，廃棄物，残留物なども化学物質の対象としたか。

15．保守，試験，洗浄など日常業務に付随して行われる業務も対象としたか

ステップ4◆アセスメント単位作業場別にリスク対象者を特定する。
はい いいえ 必要ない

16．問題となる定常業務，非定常業務のすべてについて労働者を確認したか。

17．リスクの対象者として労働者以外の者も考慮したか。

ステップ5◆ハザード（有害性）情報を入手する。
はい いいえ 必要ない

18．化学物質供給先から入手できる適切な資料はすべて入手されているか。

19．使用化学物質とその工程の基準・指針・ガイドライン類が入手されているか。

20．同様の化学物質とその工程を使用した自他社の経験や報告が収集されているか。

21．ハザード（有害性）情報が不明確な化学物質について，必要に応じて利用可能なデータベースを検索したか。

22．情報のない化学物質について，有害性の試験あるいは正しい推定を行ったか。

23．得られた情報が適切であるかどうか充分に検討したか。

ステップ6◆化学物質の曝露と健康影響を評価する。
はい いいえ 必要ない

24．評価に用いられたデータは正確に入手され記録されていたか。

25．作業場の諸設備条件，機械，防護設備，作業組織，保護具が考慮されたか。

26．利用可能な曝露評価方法が適切に組み合わされているか。

27．取り上げた曝露条件と評価結果は可能な作業状況変化のもとでも有効か。

28．労働者の訴える症状や曝露・健康影響を確認したか。

29．健康診断結果とそれ以外の各種健康調査結果を評価したか。

30．労働者に防護装置の適切な使用方法や維持管理，緊急措置等に関する教育・訓練が実施されているか。

ステップ7◆リスクを判定する。
はい いいえ 必要ない

31．従前のリスク判定結果と自他社の同様な業務・工程の判定結果を参照したか。
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はい いいえ 必要ない

32．リスクの判定に当たって関係者と協議ないし意見聴取を適切に行ったか。

33．判定結果からどの業務・工程について優先的に措置すべきか明確か。

34．リスク判定の根拠，判定基準をどう決めたか記録を残しているか。

ステップ8◆リスク判定に基づく措置を決定する。
はい いいえ 必要ない

35．リスク判定に基づき措置を自主決定しているか。

36．措置を行うに当たって，必要なクライテリアを自主決定しているか。

37．関係法規・基準・指針等に基づく必要な措置が的確に取り上げられているか。

38．対応措置をすぐに着手できるアクションのかたちで提示しているか。

39．対応措置が段階的に適切に指示されているか。

40．対応措置の責任者と措置期間が明示されているか。

ステップ9◆アセスメント結果を記録する。
はい いいえ 必要ない

41．アセスメント結果が定められた書式によって記録され総括されているか。

42．ハザードデータ・曝露データの入手先・方法を記録したか。

43．アセスメント結果が労働者に適切に報告されたか。

44．アセスメント結果の関係者への通知手続きが明確ですぐに実施されたか。

ステップ10◆アセスメントの再実施を準備する。
はい いいえ 必要ない

45．リスク判定結果に基づいて再アセスメントが必要がどうか決定されたか。

46．アセスメントの再実施時期が定められているか。

47．将来必要となるリスクアセスメントにあたって改善点が明確か。


